
 

 

第３回ひょうご経済・雇用戦略推進会議（令和７年度） 議事要旨 

 

  

 

Ⅰ 日 時 令和８年１月 29日（木）10：30～12：00 

 

Ⅱ 場 所 県庁２号館５階庁議室 

 

Ⅲ 出席者 

  構成員：13名（別紙１のとおり） 

  関係機関：兵庫労働局長 

  県：知事、産業労働部長 他 

 

Ⅳ 次第・主な内容 

  １ 開会 

  ２ 産業労働部長あいさつ 

  ３ 議事 

意見交換「取組の方向性と令和８年度施策案」 

(1) 第２回会議で議論したテーマ 

① 産業立地の促進に向けて 

② 経営基盤の強化に向けて 

(2) ひょうご経済・雇用戦略９つの重点プロジェクト 

    （別紙２のとおり） 

４ 閉会 

 



 

 

別紙１ 

出席者（構成員） 

氏 名 団 体 ・ 役 職 等 

構 成 員 

上 村  敏 之 関西学院大学 経済学部 教授 

小 田 垣  栄 司 株式会社ノヴィータ 創業者 顧問 

川 村  昌 志 新産業創造研究機構 専務理事 

國 井  総 一 郎 
兵庫県公立大学法人 理事長 

（株式会社ノーリツ 相談役） 

西 村  総 一 郎 株式会社西村屋 代表取締役社長 

西 山  桃 子 株式会社西山酒造場 取締役女将 

服 部  博 明 
株式会社みなと銀行 特別顧問 

（一般社団法人神戸経済同友会 顧問） 

原 田  哲 男 兵庫県立大学 高度産業科学技術研究所 所長 

平 井  大 介 株式会社水登社 代表取締役社長 

藤 岡  ゆ か 
神戸商工会議所 副会頭 

（藤岡金属株式会社 代表取締役社長） 

藤 嶋  純 子 株式会社フジ・データ・システム 代表取締役社長 

巳 波  弘 佳 関西学院大学 副学長兼情報化推進機構長 

山 下  紗 矢 佳 武庫川女子大学 経営学部 准教授 

（敬称略） 
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別紙２ 

議事要旨（意見交換） 

 

 

【（１）第２回会議で議論したテーマ ①産業立地の促進に向けて】 

〇 A委員 

・全般的に、我々がこれまでの会議で発言したことに対応するよう資料をよくまとめてく 

れている。 

・産業立地に関して、民有地情報発掘専門員の追加配置や全庁横断的な推進体制の整備は 

非常に良い取組。要望としては、県内企業が他府県へ工場や本社を移転する動きに歯止 

めをかけ、できる限り兵庫県内に工場・本社機能を留め置く、そのような情報発掘を専 

門員の追加配置では取り組んでほしい。また、他府県へ移転した企業に対しても、呼び 

戻す取組や企業版ふるさと納税を活用してもらう等、兵庫県との関係維持に取り組んで 

ほしい。 

 

〇 B委員 

・民有地情報発掘専門員については、配置するだけでは全く意味がなくて、情報をいかに 

取得できるかというところが重要だと思う。特に民間との協働体制の確立は非常に重要 

で、何をすべきかのタスクをきっちり明確にすべき。 

・得られた情報をどのように戦略的に使っていくかというビジョンも大切。 

 

〇 C委員 

・民有地情報発掘専門員の取組について、M&Aを通じて工場用地そのものを取得するケー 

 スもあると思うので、情報公開が難しい事業承継と民有地活用を上手く絡めることがで 

きれば良い。工業団地を新しく作ることは大変なので、土地取得に M&Aを活用すること 

もできれば望ましい。 

 

〇 D委員 

・データセンター誘致は有効な施策。データセンターの単体設置にとどまらず、AIなど 

関連するハイテク分野の研究開発拠点を併設することで、産業集積に繋げることができ 

る。立地についても、以前は都心近接でないと厳しかったが、現在では関西圏であれば 

日本海側地域を含めて候補地となり得る。 

 

〇 E委員 

・M&Aは企業でもトップ、或いは一部の人だけが行っているため、M&Aに関する情報を行 

政が把握することは難しい。 

・兵庫県内企業の県外流出を防ぐには、産業全体の構想（大きな絵）を描いた上で、企業 

同士のマッチングを進め、工場用地の確保に繋げることが重要。例えばプレス屋であれ 
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ば、プレス屋を兵庫県内でどのように構成していくかという大きな絵を描いた上で、企 

業と企業とのマッチングを進め、それを踏まえて工場用地を作っていく必要がある。こ 

の役割は行政というより、主に金融機関が行っており、金融機関が会社を統合しながら、 

どこに工場を持っていくかプランを出していくことが大事。あと、難しいことであるが、 

産業基盤を強くするには、兵庫県の構造を変えていかないといけない。日本の構造は中 

小企業が多過ぎる。潰せと言っている訳ではなく、多過ぎるので、強い企業に集約して 

いくことを含めた検討をしていかないと産業基盤は強くならないと思う。 

 

 

【（１）第２回会議で議論したテーマ ②経営基盤の強化に向けて】 

〇 F委員 

・「DXは大事だが全然進まない」というお決まりの話にしかならないので、DXという言 

葉を変えてはどうか。最近では、セミナー名を「AI活用」とすると、多くの参加者が集 

まる。効率よく仕事をすることが目的であり、DX はその手段の一つに過ぎないことか 

ら「AI活用等による生産性向上」といった表現の方が良いと思う。 

・AI活用を仕事柄追いかけているが、全然追いつく気がしないほど進展が速く、最先端 

を追う部分と、最低限使えるようにすべき基本的な活用範囲を分けて整理する必要があ 

ると思っている。行政としては、使用してはいけない分野等を明確にしたガイドライン 

を早急に示すことで中小・中堅企業も安心して AIを活用しやすくなるのではないか。 

 

〇 D委員 

・AI活用が進まない原因として、多くの企業の方々と話をしていると、使い方が分から 

ないことや使うのが怖いといった心理的な障壁が大きいと感じる。その障壁を取り除く 

ためには、生成 AIを自由に試せる場（プレイグラウンド）を数多く用意し、素人でも 

短時間で業務改善につながる成果を体験できる機会を繰り返し提供することが重要で 

ある。東京でのワークショップでは、素人でもシステムを作成できることを体験しても 

らったが、成果を体験することによりマインドセットが変わり、現場主導で AI活用が 

進展していくと思う。 

 

〇 G委員 

・弊社では、プレ AIの導入により、昨年度のシステム開発では平均で約 3割の効率化・ 

工程削減を実現しており、現在は全プロジェクトへの展開を進めている。一方で、お客 

様に納品しなければいけないという観点もあるので、一般的な AI利用ルールとは別に、 

自社独自の利用ガイドラインを整備・周知している。システム開発におけるお客様の機 

密情報守秘義務のため、AIの膨大なデータ学習（ディープラーニング）に寄与しない設 

定で開発を行っている。これにより開発内容の情報再利用リスクを考慮している。AI活 

用は場合によってクローズドな形での活用など、注意すべき点がある。 
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〇 H委員 

・生成 AIについて、大学では入力情報を学習し再出力されないような契約のもと使用を 

している。書類作成業務などで大きな効果があるのは皆さん分かっていると思うが、一 

方で、安全に使うことが極めて重要であり、その補助が非常に効果的だと思う。例えば、 

情報が外部に出ない契約形態へのサポート。まずは、安全に使う経験を広く積んでもら 

うことで AIへの親和性が高まり、将来的な高度な AI（フィジカル AI等）の導入にも 

前向きにつながる。行政としては「安全に」というところをサポートすべきではないか。 

 

〇 I委員 

・観光庁の補正予算による「地域一体となった観光産業の効率化支援事業」は、観光協会 

や宿泊事業者等が出資する法人などが共同で申請し、最大 5,000 万円（2 分の 1 補助）

を支援する新たな取組。寮、セントラルキッチン、循環バス、コミュニティガス事業な

どが対象に含まれ、観光産業の生産性向上を狙った内容となっている。ただし、中小事

業者が多い宿泊業界にとっては自己負担が大きいため、国の補助に上乗せする県独自の

支援策を組み合わせるなど、制度を上手く活用する工夫があればと思う。今まで特定の

産業の住居は支援できないと一点張りだったが、今回初めて補助内容に入った。観光産

業が成長産業ではあるものの、生産性が低いといった所を何とかしたいのだと思う。 

 

〇 C委員 

・ものづくり分野の生産性向上施策は、中堅レベルであれば自社で出来ると思うので、中 

小零細企業が主なターゲットと考えられるが、実態としては少量多品種の受注が中心で、

量産効果が得られにくい。ロボット化を進めても段取り替えが頻発し、手作業の方が早

いということで、人手不足解消や自動化が進まない。もちろん進めていかなくてはいけ

ないのは分かるが、こうした現場の実情と施策とのギャップを埋めなければ、生産性向

上の効果は出にくいのではないか。 

 

〇 J委員 

・ものづくり支援センターによる生産性向上支援に関して、企業規模や成熟度によって必 

要な支援フェーズは異なり、ロボット導入で対応できる企業もあれば、その前段階とし

て整理整頓などの基礎的改善が必要な企業もある。こうした生産性向上の各フェーズを

幅広く支援する取組は、非常に意味があることだと思っている。 

・中小企業を支援していく中で、現場で設備投資が必要となる場面が多く、タイムリーに 

資金面を支援できる施策が重要である。新たな取組として設備投資に関する施策も掲げ

てあるが、個別に運用するのではなく、国の施策などとも連携させ、利用者目線で使い

やすく、効果が最大化される制度設計・運用を行うことが望まれる。そのような制度の

充実を期待したい。 
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〇 F委員 

・補助金を出す施策が多いと思うが、補助申請の実務は小規模事業者には負担が大きい。 

そこで、商社や開発会社など中間事業者に補助制度内容を周知し、彼らが設備導入を勧 

める際に補助制度をあわせて案内してもらうような仕組みを整えることで、旅館や工作 

所など現場への設備導入がもう少し進むのではないか。 

 

〇 A委員 

・県内産業振興には、スタートアップ促進と中小企業の育成・ランクアップによる中堅企 

業創出の二本柱が不可欠である。成長過程（ランクアップ）では M&A等が生じると思う

が、その中で事業承継は、喫緊の重要課題として取り組む必要がある。今回新たに事業

承継型起業の促進といった第三者承継をイメージした施策が出てきたことは非常に良

いこと。 

・豊岡では数年前から、豊岡市、但馬信用金庫、ココホレジャパンという会社が「継業バ 

ンク」を立ち上げ、第三者承継に取り組んでいる。このような取り組みやサーチファン  

ドを、他の信用金庫や地銀も巻き込みながら、豊岡に限らず兵庫全体へと、県や保証協 

会が主導する形で広げていくことが重要ではないか。 

 

〇 K委員 

・第三者事業承継について、県内の話ではないが、Uターン者が家業を継ぎ、その配偶者 

として外から来られた方の話を聞いたところ、10年経っても「よそ者」感を全く拭えな

いと言っていた。兵庫県内でも地域によっては、産業縮小や若者減少が進む一方で、受

け入れ側の意識にも課題があると思う。そのため、単なるビジネスの承継だけでなく、

承継者が地域に根づくための支援が同時に必要である。 

 

〇 F委員 

・継業バンクについて、知り合いが積極的に活動しているが、地元出身で地域の人間関係 

を熟知した担当者の存在が大きい。担当者は、案件ごとに誰に繋ぐかを蓄積しており、

受け入れる側も本当に歓迎している。事業承継・引継ぎ支援センターも相談件数は年々

積み上がってきているので、長期的にリストとして更新し続けることでマッチング精度

は高まるし、そのためには地元の信用金庫の役割も非常に重要だと思う。 

 

〇 L委員 

・人材の確保について、転職者向け合同企業説明会の開催は即効性があると思う。人材不 

足を身にしみて感じており、事業拡大をしたくても人手が足りず困っている現状に対し、

この施策はすぐに効果を期待できる。 

・合同企業説明会において中小零細企業が魅力を十分に伝えられるプレゼン能力がある 

かという課題がある。実際の職場が良くても、短時間で大企業のように心を打つプレゼ 

ンができるとは限らないため、求職者への PR力に差が生まれやすい。先日、徳島県上 
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勝町の部長から、地域や職場の良さを上手く発信することで新卒の優秀な学生の応募が 

絶えないといった話を聞き、情報発信力の重要性を感じている。そのため、説明会で県 

の認証制度やワークライフバランスの取り組みの紹介等は既にしていただいているが、 

「単に場を提供する」だけでなく、兵庫県として中小企業の魅力を求職者に公平に伝え 

るためのサポートがあれば良いと思っている。 

 

〇 M委員 

・県外からの転職者を増やすために、転職エージェント向けセミナーを開催するだけでは 

不十分で、県としてさらに踏み込んだ関与が必要だと考えている。具体的には、エージ

ェントに対して 兵庫県での就職を促すためのメリット（インセンティブ）を県が付与

し、一定程度エージェントをコントロールできる仕組みを作るべきではないか。また、

単に入社を促すだけでなく、「入社後の定着率」も評価対象とし、それに応じてインセ

ンティブを与える制度にすることで、エージェントにより強く兵庫県企業への就職、定

着支援へのコミットメントを促すべきだと思う。 

・外国人材に関する新たな施策として「日本語教育支援」が挙げられているが、専門学校 

や大学では、日本語授業を設けるだけでなく必須科目化にし、履修しなければ卒業でき

ない卒業要件にすることで、就職前に一定レベルの日本語力を養成する必要があるので

はないか。そのためには教育機関との連携が必要である。また、企業に入社してから日

本語力を向上させるのは企業の独力では難しいため、県が対面や Eラーニング等での日

本語教育プログラムを提供し、企業が外国人材を安心して受け入れられる環境を整える

べきではないか。こうした支援があれば、外国人材を受け入れる企業にとっても非常に

心強いと思う。 

 

〇 B委員 

・転職エージェントは、質の悪いエージェントもいる中で、質の高いエージェントをどう 

やって選んでいくかが重要。また、定着率は大切なので、指標 (KPI)を設定して、しっ

かり確認していく必要がある。 

・兵庫県には多くの留学生がおり、将来の高度専門人材となる可能性が高い。そのため、 

こうした高度専門人材に兵庫県へ定着してもらうための戦略を重視していく必要があ 

るのではないか。 

 

〇 A委員 

・外国人材も重要だが、外から人を引っ張ってくるのは大きな労力がかかる。そう考える 

と、兵庫県内の大学に通う学生が県内企業へ就職する割合が３割を切っている現状が問 

題。県内学生の就職率向上を重点的に図るべきであり、例えば就職率を 35％に引き上 

げるといった KPIを設定し、数年間取り組むことが重要と考えている。県立大学の無償 

化もその一環だと思っている。県内外から来た学生が兵庫県の企業に就職する流れを強 

化する就職率アップ運動のようなことが非常に大事ではないか。 
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〇 E委員 

・外国人認証制度は、外国人にとって働きやすい職場を県が認定する仕組みだが、最近の 

国の外国人政策では、外国人自身にも適切な行動や責任を求める方向性が強まっている。

そのため今後は、企業側だけでなく外国人自身にも求めるべき姿勢や行動基準を認証制

度に盛り込むことも大事になってくると思う。 

・大学生が卒業後に地元へ残るかどうかは、地元企業との共同事業や地域連携が大きく影 

 響する。実際、豊岡の芸術文化観光専門職大学では全国から学生が集まるにも関わらず、

地域と連携した活動があるため約 2割が但馬地域に残っている。こうした例からも、産

学連携や地域と関わる機会を大学が積極的に作ることが、学生の地元定着につながる重

要な要素であり、大学側がしっかり取り組むべき。 

 

 

【（２）ひょうご経済・雇用戦略９つの重点プロジェクト】 

〇 J委員 

・成長産業の育成では、水素、航空・宇宙、空飛ぶクルマといった分野が示されているが、 

当初は市場拡大を見込んで選ばれた面が大きかった。しかし、近年の情勢不安定化によ

り、安全保障や安心・安全といった視点からも価値が高まってきている。 

・水素産業はこれまで脱炭素の観点が中心だったが、現在はエネルギー安全保障の面でも 

重要性が高まっている。また航空・宇宙産業についても、市場拡大が期待されるだけで

なく、日本の安全を確保するうえで必要な産業という側面がある。 

・空飛ぶクルマについては、万博レガシーとしての側面が強い一方、当初想定されていた 

観光用途だけでなく、今後は防災や県民の安心・安全に資する活用が重要になると考え

ている。技術領域が近いドローンなども同様。 

・これらの分野は安全保障の観点からも価値が高まりつつあり、施策の重みが増している。 

引き続き、こうした観点を踏まえた取組を進めてほしい。 

 

〇 E委員 

・神戸空港の国際化によって観光が大きく成長産業として浮上してきており、既に海外の 

富裕層向けにゴルフツーリズムの展開や、豊岡では演劇と組み合わせたツーリズムなど

が進んでいる。観光は更に大きな成長産業になっていく可能性があり、より施策を強化

していくことが重要だと考えている。 

 

〇 A委員 

・兵庫県が整備した 270のフィールドパビリオンについて、全体像を把握しきれていない 

が、五国それぞれに「キラーコンテンツ」となる柱を育てるべきだと感じている。我々

が見たら、現在は淡路島が突出して賑わっているように思うので、丹波や但馬など他地

域にも強みとなる魅力を育成し、270 の取り組みをより効果的に活用していくことで、

非常に面白い観光になるのではないか。こうした観光資源の磨き上げは、新観光戦略の
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方でぜひ議論してほしい。 

 

〇 D委員 

・昨年、フードテックが国家戦略分野に位置づけられ、新たな成長領域として注目されて 

いる。日本の食品関連企業は基礎研究から実用化まで非常に力を入れており、想像以上 

に高い技術力と、世界に発信できる競争力を持っていると感じている。 

・兵庫県にフードテック関連企業がどれほど存在するかは未確認だが、県には酒づくりを 

はじめとする食文化など誇るべき風土的な資源がある。こうした強みはフードテックと

も親和性が高く、フードテックを今後の成長産業として位置づけられる可能性がある。

次期計画になるかもしれないが、今から前倒しで育成をしていくこともあり得るのでは

ないか。 

 ・フードテックは、食料安全保障の観点からも国として重要性が高まっており、内閣府も 

その必要性を認識している。こうした国の動きとも連携しながら、兵庫県として取り組

む余地は十分にあると考えている。 

 

〇 L委員 

・観光の専門ではなく酒造業の立場ではあるものの、雇用や地場産業など様々な課題の解 

決において、観光が兵庫県にとって非常に大きな起爆剤になり得ると、現場の感覚とし 

て強く実感している。観光を重点事業として進めてもらえることは重要だと感じている。 

・施策を重点的に進めてもらえるのは喜ばしいが、観光・産業など分野ごとにバラバラに 

実施されると、地域の小規模事業者にとっては活かしづらく、非常にもったいないので、

施策は連携した形で進めてほしい。 

・神戸空港の国際化に関する取組は、万博終了後の今がまさに絶好のタイミングで重要性 

が高まっている。 

 

〇 I委員 

・国内旅行消費は約 25兆円規模だが、団塊世代が 75歳を超えてきて、伸びが鈍化・減少 

局面に入りつつある。観光はなお成長余地があるが、インバウンドの拡大が鍵で、兵庫 

にとっては神戸空港の活用が成否を握る。 

・空飛ぶクルマについては、兵庫県は南北導線が弱いので重要であり、単価の高い顧客を 

連れてくることが大事。今年、ドバイで商用運行開始になるが、空飛ぶクルマの社会実 

装を日本の中での第一集団で実現できれば、ニュースバリューもあり効果が見込めるの 

ではないか。 

 

〇 M委員 

・地場産業の競争力強化として示されている産地間連携による海外展開支援や海外バイ 

ヤーの視察受け入れなどの方向性には賛成である。一方で、これらは神戸市や商工会議 

所でも既に進められている施策と重なる印象があり、効率化や効果の最大化を考えると、 
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県とこれら団体が連携することで内容をより充実させられると感じている。 

 

〇 A委員 

・成長戦略 17分野の中で特に目新しく感じたのがコンテンツ産業であり、アニメやゲー 

ムなどの分野は神戸空港の国際化（2030年）を見据えて大きな可能性がある。これらの 

企業は大規模な設備投資や本社、工場建設などを必要としないため、立地のハードルが 

低い。 

・六甲アイランドやポートアイランドでは、企業が何社か撤退しているが、これらのスペ 

ースを活用してアニメ・ゲームなどのコンテンツ産業の企業を誘致することは効果的だ 

と考えている。今、全国でも宇都宮が取り組みを始めようとしている程度で、今なら兵 

庫県としても先行し、目立った施策として打ち出せる可能性があるのではないか。 

・これまで兵庫県は造船産業に力を入れてきたが、現在は東京に移った企業もある一方で、 

川崎重工、八馬汽船、尾道造船など主要企業の本社機能は今も神戸に残っている。本来、 

神戸・兵庫は造船が非常に強かった地域であり、成長産業の観点から改めて造船分野に 

目を向け直すのも良いのではないかと感じている。  

 

〇 E委員 

・スタートアップ施策については、まず、数を増やすことが重要だと考えている。そのた 

めにも、兵庫県としてどれほどの規模のスタートアップを目標とするのか、明確なター 

ゲット設定が必要ではないか。ユニコーン企業を目指すとなると現実的には数十年に 1 

回のレベルであり、目標設定としては適切でない。むしろ、10億円規模の企業を多数育 

てるといった、より現実的で達成可能な目標を県として明確にし、スタートアップ創出 

の方向性を定めていくべきだと考えている。 

・学生や大学教員によるスタートアップを見ていると、一定、技術的な事業もあるものの、 

技術とは必ずしも結びついていない事業も多い。もちろん、事業が成功すること自体は  

良いことであり、スタートアップの数を増やすことも重要であるが、ものづくり県であ 

る兵庫県としては、技術や研究に基づいたスタートアップをより重点的に支援する仕組 

みが必要ではないか。スタートアップにも軽重があるため、県としては、より技術系・ 

研究系のスタートアップを支援する方向性を打ち出してほしい。 

 

〇 A委員 

・スタートアップのエコシステムについて、兵庫県が取り組んでいるアトツギベンチャー 

支援は既に３年が経過したが、10年以上継続する長期的な支援策として位置づけてほ 

しい。京都など他府県でも同様のアトツギベンチャー支援が次々と導入されている状況。 

・兵庫県のスタートアップの競争力を高めるためには、外国人のスタートアップ企業に加 

え、女性のスタートアップ比率向上が重要だと考えている。兵庫県の女性スタートアッ 

プ比率は約 23％で、全国トップ（約 26％）との差はわずか３％。したがって、施策次  

第で兵庫県が全国１位になる可能性は十分にある。女性や外国人のスタートアップが多 
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いイメージが広がれば、結果として様々なスタートアップも集まるのではないか。外国 

人が集まった旧居留地の様に、女性・外国人のスタートアップが集まる様なまちづくり 

に繋がっていくことを期待したい。 

 

〇 C委員 

・産業施策を継続的に進めていくためには財源が不可欠。中長期的にみた時に、今後は人 

口減少による税収減、保険料の上昇、社会インフラの老朽化（下水管破裂など）への対 

応などで、使える予算はますます限られていく。その中で、現在のように多方面へ補助 

金を分散して投じるのではなく、施策実施のための財源を確保するために、支出の集約 

や重点化が避けられないと感じている。また、中堅企業の育成にも関わるが、人口が転 

出している兵庫県では、人口や企業を中核都市に集約することで、インフラ維持費の削 

減や超過の行政サービスの効率化につなげ、施策の効果を高める必要があるのではない 

か。人の居住地に関わる調整は簡単ではなく、慎重さが求められるが、今後の財源を確 

保していくためには、こうしたことも検討していく必要があると感じている。 

 

〇 K委員 

・人材に関して、国は「ネクストハイスクール構想」を掲げており、高校教育の段階から 

理系人材を重点的に育成し、経済の発展に貢献できるような人材の育成を強化していく 

方針を打ち出している。現在、ひょうご科学塾などを通じて小中学生が理系に親しむ取 

組は進んでいる一方で、高校生向けのより高度な理系教育はまだ十分とは言えない状 

況がある。県内には進学校も多く優秀な生徒が育っているのに、最終的には県外へ流出 

してしまう構図が出来ていると思う。こうした現状を踏まえると、高い能力を持つ人材 

を県内でさらに育成していくような仕組みづくりが必要だと感じている。 

・議論が「どのように転職人材を確保するか」という方向に偏っているが、本来は、若い 

段階から人材を育成し、地元企業や産業としっかり結びつけていく仕組みを整えること 

が重要である。そのためにも、若者を育てて地元に定着させるスキームづくりが必要だ 

と感じている。 

 

〇 G委員 

・兵庫県では特に製造業で人手不足が深刻だが、文系で学んだ学生でも、ものづくり企業 

へ就職できるような環境づくりができれば、県外流出の抑制や多様な人材の確保に繋が 

ると考えている。そのため、文系学生でも理系分野に興味を持ち、製造業に関わるきっ 

かけを得られる支援や、企業とのマッチングを進めるなど、県としてスキームを構築す 

ることが必要ではないかと感じている。 

 

〇 K委員 

・女子大と製造業という一見ミスマッチに見える組み合わせが、日本一の成功例になれば 

非常に面白いという思いを長年持ってきた。実際にその日本一を形にするのは容易では 
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なかったが、女子×ものづくりの課題は全国共通であり、自身が取り組んできた研究や、 

兵庫県での実践的な取組に、最近は県外からの関心も高まっている。例えば、栃木県や 

浜松市から「ものづくり分野における女性活躍の可能性や、兵庫県の取組を教えてほし 

い」という問い合わせが来るようになっている。そうしたことからも、兵庫県の可能性 

はものづくり分野にあると感じている。ものづくりは全国にある産業だが、その中でも 

兵庫県が異質な光を放つとすれば、女性の活躍という視点は十分にあるのではないか。 

 

〇 H委員 

・学生の県外流出は様々な個人的理由があるものの、全体としては「地元で働きたい」と 

いう思いを持つ学生も多く、無償化の影響で工学系への志望が増えるなど、兵庫県に留 

まる流れも見られる。一方、半導体分野など高度な産業が県内に多く存在しているにも 

関わらず、学生がその実態を知らないケースが多く、県内企業の魅力が十分に伝わって 

いないことが課題となっている。最近自ら半導体工場を見学して初めて、このような拠 

点が県内にあるのかと知るところもあった。学生も県内の大規模・先端企業の強みを知 

らずに進路を選んでいる場合がある。 

・マッチング施策では単なる大学全体向けイベントではなく、研究室単位であったり、学 

生一人ひとりのストーリーに響く形での働きかけが効果的である。学生は研究室の OB・ 

OGの話を聞くこと等に非常に影響を受ける傾向にある。 

・地元企業の魅力を学生に伝えるという点では、今回の「放射光産業利用試行補助金」の 

創設は意義がある。SPring-8 やニュースバルを利用した共同研究に、兵庫県内の半導 

体企業がこれまで以上に参加しやすくなり、学生が企業と一緒に研究する機会が生まれ 

る。こうした実践的な関わりを通じて、学生は企業の仕事の実態や雰囲気を「生の声」 

として知ることができ、企業理解に効果的である。 

 

〇 F委員 

・学生を巻き込む仕組みとして、先輩・後輩の繋がりが強い効果を持つと感じている。ち 

ょうど自分の子どもが大学受験のタイミングだが、高校の先輩がわざわざ戻ってきて在 

校生を応援してくれているといった生徒同士の自主的な伝統がある。こうした取組を大 

学・企業連携で考えると、大学卒業後の OB・OGが研究室に戻り、「うちの会社に来ない 

か」と声をかけるような自然な関係性が、就職をスムーズにすると思う。また、学生側 

から「先輩の研究を手伝っていたので、先輩の会社に行けますか」といった相談も生ま 

れたら、すごく連携が取れていいのではないか。 

 

〇 B委員 

・同じ大学の先輩後輩の関係を活かすことは効果的だと思う。学生の話を聞くと、企業の 

人事担当者は綺麗な話をするからと距離を置いている。一方で、自分のゼミや大学の先 

輩といった現場を知る人からの話は本音が聞けるため、そのような機会を増やすことは 

大事だと思う。 


